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295

【法第３４条第１２号関係】

（条例第８条第２号　世帯分離住宅）

（条例第８条第３号　大規模既存集落内における住宅）

（条例第８条第１号　市街化調整区域における収用対象事業による移転）

（条例第８条第４号　指定する道路に面する物品販売店舗）

（条例第８条第５号　特定活断層調査区域内にある建築物の移転）

（１　社寺仏閣及び納骨堂）

（一般事項）

【法第３４条第１４号関係】



頁質　　問　　事　　項

問1 許可申請者には、どのような条件がありますか。 296

問2 移転先の建築物は同一用途でなければならないのでしょうか。 296

問3 移転先の敷地と建築物の規模には、どのような条件がありますか。 296

問4 テナントビルの場合は、どういう条件があるのでしょうか。 296

問5
併用住宅を併用部分と住宅部分に分離して申請する場合、敷地規模に制限は
ありますか。

297

問6 市街化区域からの移転の場合、特別な条件がありますか。 297

問7 起業者の収用証明書の有効期間はありますか。 297

問8
収用対象事業によって移転等しなければならない場合の代替建築物の許可に
ついて、収用対象者のための団地を造成するのは可能か。

297

問9
起業地の土地と建物の所有者が違う場合、連名で申請することは可能です
か。

297

問1 従業員用の社宅、寮の規模等に制限はないのですか。 298

問1
指定大規模既存集落において、申請地を含む半径１００ｍの円内に概ね２０
戸以上という基準がありますが、そのカウントの仕方の基準はありますか。

298

問1
半径２５０ｍの円内に概ね２５０以上の建築物を数える場合、具体的にはど
のような図面で数えるのですか。また、数えるのは、どのような建築物です
か。

298

問2 次のような建物は、数えることができますか。 298

問3
申請地は、半径２５０ｍの円内に入っていなければなりませんか。
また、半径２５０ｍの円は、どのように描くのですか。申請地を中心にする
のですか。申請地が円内に入っていればよいのですか。

299

問4
数える建築物は、建築物の全てが半径２５０ｍの円内に入っていなければな
りませんか。建築物の一部が円内に入っていればよいのですか。また、円内
に建築物は入りませんが、建築物の敷地の一部が入る場合はどうですか。

299

問5
共同住宅や長屋の数え方は、どうするのですか。また、数える建築物の用途
は、住宅以外でもよいのですか。

299

問6
都市計画図に次のように図面化されている建築物は、１と数えるのですか。
２と数えるのですか。

299

問7
住宅の母屋と離れの建築物が波板等で接続されている場合などがよくありま
すが、どのような場合に別棟に数えることができますか。

300

問8
都市計画図に図面化されていない建築物でも、現存する建築物は数えてもよ
いですか。また、開発許可を受けた区画数や建築確認を受けたものを数えて
もよいですか。

301

問9 建築物が１０㎡以上あるか、どのように確かめるのですか。 301

（４　従業員の社宅等）

（２　市街化区域等における収用対象事業による移転）

（６、７、８　指定大規模既存集落）

（９　大規模既存集落内における住宅）



頁質　　問　　事　　項

問10
建築物を数える場合、半径２５０ｍの円内で数えるのではなく、条例宅地の
ように、敷地相互間の最短距離が５５ｍ以内に位置している建築物が連たん
していることで数えることはできないのですか。

301

問11
建築物を数えるときに、市街化区域内の建築物も数えてよいですか。非線引
都市計画区域や都市計画区域外の建築物を数えてよいのですか。

301

問12
集落が山、河川、線路、自動車専用道路などで分断されている場合でも円内
に入っている建築物は、全て数えることができますか。

301

問13
円内に小学校、中学校がある場合には、建築物の数は概ね２００以上あれば
よいとのことですが、円内に小学校、中学校の敷地全てが入らなければなら
ないのですか。

302

問14
円内に高等学校又は養護学校がある場合、数える建築物の数は概ね２００以
上でよいですか。また、市役所又は町役場の出張所とは、どのような建築物
ですか。

302

問15
小学校や中学校の敷地内に武道場がありますが、武道場は、建築物の連たん
棟数の緩和を受ける場合の「校舎」や「体育館」になりますか。

302

問16 次のような場合は、連たん棟数の緩和を受けることができますか。 302

問17
円内にＪＲ駅がある場合には、建築物の数は概ね２００以上あればよいとの
ことですが、駅舎の全てが入らなければならないのですか。また、駅舎が無
い場合はどうなるのですか。

303

問18
宅地分譲は、許可対象となりますか。また、予定建築物の用途は一戸建て専
用住宅とのことですが、自己用以外の住宅でもよいのですか。

303

問19
大規模既存集落の基準による許可を得た場合、許可を得た者とその土地に建
築する者とが異なってもかまいませんか。

303

問20
農家の世帯分離に係る住宅を建築したい場合で、大規模既存集落内の住宅の
基準にも該当する場合には、どちらで申請すればよいですか。

303

問21
土地登記簿の地目が農地から変更された土地とは、いつの時期まで調べるの
ですか。

304

問22
「工事完了証明後３年以上経過している場合」と同等と扱うのは、どのよう
な場合ですか。

304

問23
開発道路を設ける場合は、幹線道路に至るまで幅員４メートル以上確保され
ているとは、どのようなことですか。

304

問24
敷地が旗竿形状である場合、進入路の幅が３メートル以上あるとはどのよう
なものですか。

304

問25
備考欄にある接道のため宅地・雑種地でない部分を通路等として含む場合の
土地は、農地から変更した場合は３年以上経過したものの規定は適用されま
すか。

305

問26 運用事項９について、盛土をした場合はどうなるのですか。 305

問1 「周辺の土地利用と調和のとれた施設」とは、どういうことですか。 306

（１０　指定市町における地域振興のための工場、研究所）



頁質　　問　　事　　項

問2
「周辺住民等に対する説明や調整が図られている」とはどういうことです
か。また、どのような範囲まですればいいのですか。

306

問3 道路幅は４ｍあればよいのですか。 306

問4 「関係市町長の同意が得られていること」とは、どういうことですか。 306

問1
「サービス付き高齢者向け住宅」に登録するものは、すべて許可の対象にな
りますか。

307

問2
「安定的な経営確保が図られることが確実と判断されるもの」とは、どのよ
うに判断するのですか。

307

問3 「適正な料金設定」とは、どのように判断するのですか。 307

問4 関係市町長の承認の観点とは、何ですか。 308

問5
有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅に登録するもの）として許可
を受けた後、サービス内容を、安否確認・生活相談のみとすることはできま
すか。

308

問6
既存の有料老人ホームがサービス付き高齢者向け住宅に登録することは可能
ですか。

309

問7
開発行為を行う者と、サービス付き高齢者向け住宅を運営する者は同一でな
ければならないのですか。

309

問8
有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅に登録するもの）の申請は
「自己の業務用」か、それとも「非自己用」ですか。

309

問1 「再資源化を目的とした」とは、どのようなことですか。 310

問2 再資源化を行う廃棄物は、どのようなものが対象となるのですか。 310

問3
留意点１に「大部分の産業廃棄物の再資源化が図られるもの」とあります
が、「大部分の」とはどの程度のことですか。

310

問4 留意点１の「積替え保管施設」とは、何のことですか。 310

問5
運用基準２の「土地利用計画」とはどの様な計画ですか。また、「支障がな
いものであること」とは、どのように判断するのですか。

311

問6
広い敷地に処理施設を設置する場合、影響範囲はどこからとれば良いのです
か。

311

問7 運用基準３の「学校」とは、具体的にどのような施設のことですか。 311

問8 運用基準３の「医療施設」とは、具体的にどのような施設のことですか。 311

問9
運用基準３の「社会福祉施設」とは、具体的にどのような施設のことです
か。

312

問10
留意点３の「周辺住民等に対して生活環境への影響を説明する等」とは、ど
のようなことですか。

312

問11 運用基準７の「関係市町長等」とは、具体的に誰のことですか。 312

問12
運用基準８の「廃棄物の処理及び清掃に関する法律による許可等」とは、具
体的に何の手続きを指すものですか。

312

（１８　再資源化を目的とした産業廃棄物の処理施設）

（１４－２　有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅に登録するもの））



頁質　　問　　事　　項

問1
直売施設で販売される農林水産物の加工品を製造するための施設は「直売施
設等」に該当しますか。

313

問2
自ら生産した農林水産物やその加工品を使用する料理教室は「直売施設等」
に該当しますか。

313

問1 各区域内にある全ての建築物が、移転の対象となりますか。 314

問2
申請者は各区域の指定の日以前から従前の建築物を所有しているか、直系尊
属から贈与又は相続により取得した場合以外の場合は申請することはできま
せんか。

314

問3 従前の施設は、処分しなければならないのですか。 314

問4 移転先が農地であっても許可の対象ですか。 314

問1
関係市町長の同意を得る建築物の用途で「その他」とはどのような用途です
か。

315

問2
周辺住民等に対する説明や調整が図られているとはどういうことですか。ま
た、どのような範囲まですればいいのですか。

315

問3 道路幅は４ｍあればよいのですか。 315

問4 津波防災上支障がないとは、どのような場合ですか。 315

問1
「既存の工場施設における事業と関連を有する事業用の建築物」とは、どう
いうものですか。

316

問2 施設の配置が、事業上、必然性を有する場合とは、どういうものですか。 316

問3
周辺住民等に対する説明や調整が図られているとはどういうことですか。ま
た、どのような範囲まですればいいのですか。

316

問4 道路幅は４ｍあればよいのですか。 317

問1
「都市計画法施行条例に掲げる各項目に準ずるもの」とは、どのようなもの
が該当しますか。

317

問1
線引前から市街化調整区域に存在する建築物等の増改築(建て替えによる新
築含む。)で、当初の所有者以外の者が申請者の場合どのように取り扱うの
ですか。

318

問1
予定建築物の用途の変更は、類似した用途の変更でも変更許可が必要でしょ
うか。

319

問2
工事着手届出書で工事施行者を変更して届出した場合、あらためて軽微な変
更の届出書を提出する必要はありますか。

320

（その他）

（２１　農林水産物の直売施設等）

（２４　既存の工場施設における事業と関連を有する事業用の建築物）

（２３　特定活断層調査区域内又は津波災害警戒区域内にある一戸建ての住宅以外の建築物の移転）

（２２、２３　特定活断層調査区域内又は津波災害警戒区域内にある建築物の移転　共通）

（２５　準ずるもの）

【法第３５条の２　開発変更許可】



頁質　　問　　事　　項

問1
既存宅地の開発許可を受けた宅地分譲において、予定建築物の用途の変更を
行う場合、どういう手続きが必要ですか。

320

問2

開発許可を受けた市街化区域内の宅地分譲において、予定建築物以外の建築
物を建てる場合、どういう手続きが必要ですか。
また、非線引都市計画区域や都市計画区域以外における開発の場合はどうな
るのですか。

320

問3
収用対象事業によって移転等しなければならない場合の代替建築物の許可に
ついて、併用住宅を専用住宅に用途変更する場合、法第４２条の許可が必要
でしょうか。

320

問4 類似した用途の変更の場合でも法第４２条の許可が必要でしょうか。 321

問5 次のような場合は、法第４２条の許可を要する用途の変更に該当しますか。 321

問6 次のような場合は、法第４２条の許可を要する用途の変更に該当しますか。 322

問7
開発許可を受けて建築された建築物の一部を１０㎡以内の事務所（建築士事
務所、建設業事務所等）に用途を変更する場合、法第４２条の許可を受ける
ことができますか。

322

問8

法第３４条第１４号（開発審査会の議を経たもの）で開発許可を受けた産業
廃棄物処理施設（建築基準法第５１条による位置の決定を要する施設）につ
いて、次のような変更を行う場合は、法第４２条第１項の許可が必要な用途
の変更に該当しますか。

322

問9
社会福祉施設について、次のような変更を行う場合は、法第４２条第１項又
は法第４３条第１項の許可が必要な用途の変更に該当しますか。

323

問10
開発許可を受けた住宅団地において、建売住宅を売れるまでの間住宅展示場
として利用できますか。

323

問1
条例宅地や大規模既存集落の同じ種類の建築許可をそれぞれ受けた土地で、
下図のようにそれぞれの敷地の増減のみで全体の敷地の変更がない場合は、
許可の取り直しが必要ですか。

324

問2 法第４３条の建築許可の申請に土地所有者の同意が必要な理由は何ですか。 324

問3
一戸建住宅で法第４３条の建築許可を受けた土地に、いわゆる二世帯住宅
（長屋形式は含まれない。）を建築することができますか。

324

問4
線引き以前から存する建築物について次のような変更を行う場合は、法第４
３条の建築許可が必要ですか。

325

問5
既存宅地の確認を受けて建築した貸し事務所を店舗として賃貸することがで
きますか。

325

問6
既に建っている住宅を利用し、住宅宿泊事業法に基づく届出を行い、民泊を
する場合、新たな許可が必要ですか。

326

問1 「建築後５年以上利用されている」とは、具体的にいつからになりますか。 326

【法第４３条　開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限】

【法第４２条　開発許可を受けた土地における工事完了公告後の予定建築物の変更許可】

（条例第９条第２号　相当期間適法に利用された後のやむを得ない事情による用途変更）



頁質　　問　　事　　項

問2
「ただし、経営状況の悪化等による支払不能又は債務超過に至った場合は、
この限りでない。」とは、どのようなことですか。

326

問3 空き店舗や空き事務所を借りる場合は、許可の対象になりますか。 326

問4 「属人性のある許可を受けた建築物」とは、どういうことですか。 327

問5 「市町長等」とは、誰のことですか。 327

問6
既存の建築物の用途変更と増築を併せて行う場合は、許可の対象になります
か。

327

問7
「所有者を変更するもの」と記載があるが、既に「所有者を変更されたも
の」についても許可対象となりますか。

327

問8 加齢により事業継続が不可能となった場合の「加齢」とは何歳からですか。 327

問1 一般承継の場合、どのような手続が必要ですか。 328

問2
特定承継の場合、開発行為に関する工事を施行する権原を取得していること
が必要ですが、法第３３条第１４号の妨げとなる権利者の同意を改めて取る
必要がありますか。

328

問3
特定承継の場合、法第３２条の公共施設の管理者の同意は取り直す必要があ
りますか。

328

【法第４４条、法第４５条　許可に基づく地位の承継】


